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【はじめに】

本論文は、中日本高速道路㈱名古屋支社で調達実施した工事において、契約状況と施工品質との関係性につ

いて分析を行った結果について考察するものである。

当社の事業は、東京・神奈川・山梨・静岡・愛知・三重・岐阜・滋賀・長野・福井・石川・富山の１２府県

での高速道路事業を展開しており、名古屋支社はその内、長野・愛知・三重・岐阜・滋賀・福井の６県の高速

道路の建設（建設中１３６Ｋｍ）及び管理（８４０Ｋｍ）を所掌している。

【契約状況・施工品質】

当支社での年間工事発注件数（土木関係工事）は、事業の展開により些少の変動はあるものの表－１の規模

であり、入札率については表－２とおりとなっている。（平成 22 年度ﾃﾞｰﾀは平成 23 年 2 月末までを集計）

表－１ 工事発注件数（土木関係工事）

建設事業 保全事業 全 体

平成２１年度 ３５ 件（26） １２ 件（10） ４７ 件（36）

平成２２年度 ２４ 件（18） ２６ 件（18） ５０ 件（36）

表－２ 平均落札率の経緯（土木関係工事）

建設事業 保全事業 全 体

平成２０年度 ８３．７ % ９５．７ % ８４．５ %

平成２１年度 ８０．３ % ８０．７ % ８０．４ %

平成２２年度 ８０．５ % ８２．５ % ８１．６ %

ＮＥＸＣＯ中日本での入札においては、応札額に対する契約制限価格（契約上限金額）が概ね８５%程度

を下回った場合に低入札調査を実施する事としており、平均落札率の低下に伴い低入札調査の実施件数が増加

し、審査に関する業務の増大を招いている。

しかし、低入札による契約内容審査の業務増は問題の一角でありはあるが、本題は、我々が提供する高速道

路構造物に対しての品質低下が最も懸念される問題と言えるため、工事中での品質管理の強化対策を講じ、十

分な品質確保を図る体制として表－３に示す取り組みを行っている。

表－３ 工事管理の内容

品質管理に関する対応 安全管理に関する対応

支社での取り組み

・出来型等の全数立会

・品質巡回指導

・品質中間検査

・安全巡回指導

事務所での取り組み
・既済検査立会

・品質巡回指導

・安全パトロール

これら各種の品質等管理を実施している。中でも「品質中間検査」は支社において実施しており、竣工評定

にも考慮される厳格な検査であり、品質の絶対値評価として管理されている。この数値を用いて入札率との相

関性を分析することにより、低入札の品質に対する影響度合いを評価することができる。

なお、中間検査の対象は、工期が１年以上の複数年のものであり、工事進捗が始動期及び跡片付期を外した

工事最盛稼働期に実施している。参考として、検査実施数を図中に示す。

キーワード 低入札、出来型検査、品質管理

連絡先 〒460-0003 名古屋市中区錦 2-18-19 中日本高速道路㈱名古屋支社 ℡ 052-222-1596

※（ ）内は、

低入調査対象

件数を示す。
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図－１のように、低入札として契約

な傾向は見られない。逆に保全では、

この結果の要因の一つとしては、表

制の強化」として「監督業務の強化（監督員

半期毎の施工計画の履行確認）」等を

体制強化を図っている事に依るものと

【現場監督での問題】

低入札工事の監督において発生する

問題の発生率が高くなり、その要因は

図－２ 入札率区分毎の問題発生率

この事から、工事監督において更に

意思疎通を図ると共に、品質の向上についての

を高める現場指導が必要と考える。

【まとめ】

今回の分析により、入札率と品質管理

（表－３）が功を奏していると評価する

しかし、低入札受注は本来の工事施工運営

ため、全てに制限や余裕が無く現場の

陥っている。この事については、当支社

との意見交換会での話題となっている

今後の低入札物件に対しては、低入札調査

質管理体制を確実に履行すると共に、

応できる費用での工事契約が可能な契約

図－１ 入札率と中間検査評価値

契約した工事は品質管理中間検査における評価値が

、通常入札の工事が低入札工事より評価値が低

表－３に示した低入札物件に対する発注者の対応

監督員の増員）」、「厳格な検査の実施（全数立会

を実施している効果であり、また、受注者は「技術者

るものと考える。

する、受注者との問題状況を調査したところ、図―

は図－３のとおり契約変更や品質管理での問題

問題発生率 図－３ 入札率毎

に受発注者間の

についての認識

品質管理の有意な差異は見られなかったことは、当社

する。

工事施工運営においての経費を切り詰めて（または持

の品質・安全管理に対し、些細な状況の変化により

当支社で定期開催している業界団体（道建協・土工協

となっている。

低入札調査での確実な実効性（安全・品質・下請への

、調達手法としての「過剰な価格競争とならずに

契約」について検討を進めているところである

が若干低い値であるが有意

低い傾向も見られた。

対応で「施工の監督・検査体

全数立会）」、「重点確認の実施（４

技術者の増員」による実施

―２のとおり低入札の場合

問題が高くなっている。

入札率毎の問題要因

当社が想定する品質低下対策

持ち出し）いる状態である

より左右されやすい状態に

土工協・橋建協・ＰＣ建協）

への費用計上）の確認や品

とならずに、適切なリスク対応に対

めているところである。
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